
 

２ 自然環境評価の進め方 
 
 自然環境の評価については、地域を被覆している植生は、それぞれの植物群落の種組成、構造

及び分布が気候的要因、土地的要因、生物的要因といった環境要因の総合的作用の産物として把

握され、各動物の存在や移動を保障している。さらに、丘陵地の自然景観も植生の構造や種類に

より支配されていると考えられることから、植生の評価が自然環境の評価に結びつくといえる。 
 従って、本調査では基本的には植生の評価により自然環境の評価を行うものとした。 
 また、その中で特に、貴重種、貴重な植物群落等の存在そのものにより絶対的に評価される対

象については、別途取り上げた（図 5.2.1 参照）。 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1 自然環境条件に基づく地域評価区分のフロー図 
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森林域が小さく、集落や造成地等、

人工的要素の存在によって。より自

然環境の質的低下が引き起こされる

と考えられる環境区 

樹林の占有率、樹林の植生自然度

がともに高い環境区 

森林域が大きく、さらにため池や河川

等の要素が存在することによって、よ

り良好な丘陵型の自然環境が形成さ

れており、また、人工系の存在も豊か

な樹林によって、そのマイナス要因が

吸収されてしまうと考えられる環境区

（第 5.4 参照） 

樹林の占有率や樹林の植生自然度

に関わりなく一級要素や二級要素の

存在によって評価する環境区 

（第 5.3 参照） 

図 5.2.2 環境区の自然環境の評価概念図 
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資料：堺市緑の現況調査（平成 20 年度）

図 5.2.3 緑被地分布図 
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環境区数 構成比

（数） （％）

0-5％ 14 5.9

5-15％ 26 10.9

15-30％ 32 13.4

30-50％ 48 20.1

50-70％ 34 14.2

70-90％ 52 21.8

90％- 33 13.8

合計 239 100.0

樹林占有率

図 5.2.4 環境区における樹林占有率図（樹林地及び雑木林） 




